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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等（消費税及び地方消費税をいう。以下同じ。）は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  

回次 第63期中 第64期中 第65期中 第63期 第64期 

会計期間 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 
至平成18年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

自平成17年 
４月１日 
至平成18年 
３月31日 

売上高 （百万円） 9,327 10,013 20,113 18,971 23,380 

経常利益 （百万円） 330 359 713 472 803 

中間（当期）純利益 （百万円） 316 244 490 374 580 

純資産額 （百万円） 8,589 8,900 9,618 8,629 9,191 

総資産額 （百万円） 16,131 17,918 29,449 16,901 19,444 

１株当たり純資産額 （円） 1,103.26 1,143.64 1,236.43 1,108.60 1,181.46 

１株当たり中間（当期）

純利益金額 
（円） 40.68 31.43 63.05 48.14 74.56 

潜在株式調整後１株当た

り中間（当期）純利益金

額 

（円） ― ― ― ― ― 

自己資本比率 （％） 53.3 49.7 32.7 51.1 47.3 

営業活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（百万円） △1,059 △297 △8,088 △1,197 △752 

投資活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（百万円） △99 △216 △328 △453 △397 

財務活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（百万円） 1,180 621 8,752 1,641 1,161 

現金及び現金同等物の中

間期末（期末）残高 
（百万円） 134 213 460 104 126 

従業員数 （人） 462 472 528 450 515 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．事業年度の期数は、実質上の存続会社の期数を継承しております。 

２．売上高には消費税等は含まれておりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

回次 第63期中 第64期中 第65期中 第63期 第64期 

会計期間 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 

至平成18年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

自平成17年 
４月１日 
至平成18年 
３月31日 

売上高 （百万円） 9,561 10,192 20,952 19,302 23,957 

経常利益 （百万円） 298 340 631 464 741 

中間（当期）純利益 （百万円） 285 218 409 364 528 

資本金 （百万円） 2,387 2,387 2,387 2,387 2,387 

発行済株式総数 （千株） 7,903 7,903 7,903 7,903 7,903 

純資産額 （百万円） 8,529 8,829 9,411 8,605 9,061 

総資産額 （百万円） 16,227 18,004 30,118 16,969 19,782 

１株当たり純資産額 （円） 1,095.52 1,134.46 1,209.82 1,105.41 1,164.65 

１株当たり中間（当期）

純利益金額 
（円） 36.69 28.08 52.65 46.86 67.94 

潜在株式調整後１株当た

り中間（当期）純利益金

額 

（円） ― ― ― ― ― 

１株当たり配当額 （円） 3.00 3.00 4.00 6.00 7.00 

自己資本比率 （％） 52.6 49.0 31.3 50.7 45.8 

従業員数 （人） 313 320 335 303 320 



２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。 

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員であり臨時従業員の総数が従業員数の100分の10未満であるので記載を省略しておりま

す。 

(2）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員であり、臨時従業員の総数が従業員数の100分の10未満であるので記載を省略しておりま

す。 

(3）労働組合の状況 

 当社には労働組合はありません。また、労使関係について特に記載すべき事項はありません。 

  平成18年９月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

黄銅棒・線事業  294 

精密部品事業  234 

合計  528 

  平成18年９月30日現在

従業員数（人） 335 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間期におけるわが国経済は、前期に引き続き民間の設備投資が堅調で、景気は総じて緩やかな上昇局面にあ

りました。また、金属資源の価格は暴騰し、原油価格も上昇を続けました。 

 当社グループの主力事業である黄銅製品の業界では、前期に引き続き自動車関連向けや家電関連向けの需要が堅

調でした。また、国際相場商品である原料の銅や亜鉛の価格は暴騰し、燃料のプロパンやブタンの価格は乱高下し

ました。さらに、鉄鋼製品の価格が上昇したため、設備や部品の購入価格が高くなりました。 

 このような経営環境のもとで、当社グループの各セグメントは、次の通り対処しました。 

① 黄銅棒・線事業 

黄銅棒事業では、世界的に環境負荷物質使用禁止規制が強化された影響で、カドミウムレス黄銅合金の需要が

旺盛でした。黄銅線事業では、ワイヤーカット用電極線の需要が堅調でした。 

     販売数量は、黄銅棒２万5,407トン（前年同期比13.9％増加）、黄銅線6,050トン（同14.2％増加）、合計３万

1,458トン（同14.0％増加）となりました。売上高は、原料購入価格が急騰した分を製品販売価格に転嫁したた

め、18,684百万円（同105.5％増加）となりました。 

   ② 精密部品事業 

     精密部品事業では、デジタル一眼レフカメラ用レンズ着脱部品であるマウントの需要が旺盛でした。 

     精密部品事業の売上高は、1,429百万円（前年同期比55.2％増加）となりました。 

 この結果、連結売上高は、20,113百万円（前年同期比100.9％増加）になりました。また、利益面でも、連結経

常利益は、713百万円（同98.5％増加）、連結中間純利益が、490百万円（同100.5％増加）とほぼ倍増しました。

中間配当につきましては、１株につき４円（前年同期は３円）とさせていただきたく存じます。 

 なお、所在地別セグメント情報につきましては、重要性が無いため、記載を省略いたします。 

(2）キャッシュフロー 

原料の銅及び亜鉛の価格が引き続き高騰した影響で、売上債権及びたな卸資産が増加し営業キャッシュ・フロー

が減少しましたが、税金等調整前中間純利益が824百万円あったこと及び借入金の増加があったこと等により、当

中間連結会計期間における連結ベースの現金及び現金同等物の中間期末残高は、前中間連結会計期間に比べ247百

万円増加し、当中間連結会計期間末に460百万円となりました。 

 当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間連結会計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、主に原料の銅及び亜鉛の価格が引き続き

高騰し、その分を転嫁したことにより製品価格が上昇し売上債権及びたな卸資産が大幅に増加しました。一方

で、税金等調整前中間純利益の増加や減価償却費等がありましたので、8,088百万円の支出（前中間連結会計期

間比7,790百万円増加）となりました。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

   当中間連結会計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは、投資有価証券の売却がありましたが、主

に有形固定資産の取得により前中間連結会計期間比112百万円支出が増加し、総額で328百万円の支出となりまし

た。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間連結会計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは、営業活動によるキャッシュ・フローや投

資活動によるキャッシュ・フローの支出超過を補うため、短期借入金を9,424百万円増やした結果、前中間連結

会計期間比8,131百万円増加し、総額で8,752百万円の収入となりました。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は販売価格によっており、セグメント間の内部振替前の数値によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）受注状況 

 当中間連結会計期間における受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(3）販売実績 

 当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。 

２．主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は次のとおりであります。 

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３【対処すべき課題】 

 今後の見通しといたしましては、暴騰した銅価格や亜鉛価格の急激な変動や、朝鮮半島における核実験などの、日

本経済に与える影響が懸念されます。 

 当社グループといたしましては、まず、環境に配慮した高付加価値製品であるカドミウムレス黄銅棒や錫リフロー

めっき黄銅線の拡販により、収益力を増強します。また、投機資金の流入によって暴騰した銅や亜鉛の価格が、一転

して暴落するリスクに備えて、原料や製品の在庫を削減します。さらに、大阪大学および先端科学技術エンタープラ

イズ株式会社と共同で、ＮＥＤＯ（独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構）の平成18年度大学発事業創

出実用化研究開発補助金を活用した「スクラップ再利用による鉛フリー伸銅合金用廉価粉末製造技術開発」の研究を

開始します。 

４【経営上の重要な契約等】 

 該当事項はありません。 

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円） 前年同期比（％） 

黄銅棒・線事業 20,726 217.3 

精密部品事業 1,356 156.0 

合計 22,082 212.1 

事業の種類別セグメントの名称 受注高（百万円） 前年同期比（％） 受注残高（百万円） 前年同期比（％） 

黄銅棒・線事業 20,869 215.8 6,464 225.4 

精密部品事業 1,472 159.2 196 166.0 

合計 22,341 210.9 6,661 223.0 

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円） 前年同期比（％） 

黄銅棒・線事業 18,684 205.5 

精密部品事業 1,429 155.2 

合計 20,113 200.9 

 
前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％） 

春田産業株式会社 1,080 10.8 2,266 11.3 



５【研究開発活動】 

 当社グループ（当社及び連結子会社）は、近年、地球環境に配慮した黄銅合金の開発に注力して参りました。当中

間連結会計期間におきましては、粉体固化製法による新素材の開発を行っています。 

 これらの研究開発に係わる当中間連結会計期間における研究開発費は、43百万円であります。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

(1）当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更は

ありません。 

(2）当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設および改修について、完了

したものは次のとおりであります。 

① 新設 

 該当事項はありません。 

② 改修 

 該当事項はありません。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 29,600,000 

計 29,600,000 

種類 
中間会計期間末現在発行数(株) 

（平成18年９月30日） 
提出日現在発行数（株） 
（平成18年12月26日） 

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名 

内容 

普通株式 7,903,000 7,903,000 
名古屋証券取引所市場

第二部 
－ 

計 7,903,000 7,903,000 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額 
（百万円） 

資本金残高 
（百万円） 

資本準備金増
減額(百万円) 

資本準備金残
高（百万円） 

平成18年４月１日～ 

平成18年９月30日 
－ 7,903,000 － 2,387 － 2,303 



(4）【大株主の状況】 

 （注） サンエツ金属株式会社が所有している株式（自己株式）については、会社法第308条第2項の規定により議決権

を有しておりません。 

(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が2,000 株（議決権の数２個）が含ま

れております。 

②【自己株式等】 

 （注） 上記のほか、株主名簿上は当社名義となっておりますが実質的には所有していない株式1,000株（議決権の数

１個）があります。当該株式数は上記の「発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」の欄に含めておりま

す。 

  平成18年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

シーケー金属株式会社 富山県高岡市守護町２丁目12-1 2,015 25.5 

住友金属鉱山伸銅株式会社 東京都台東区東上野３丁目1-13 791 10.0 

サンエツ金属取引先持株会 富山県高岡市吉久１丁目4-1 659 8.3 

サンエツ金属従業員持株会 富山県高岡市吉久１丁目4-1 420 5.3 

株式会社北陸銀行 富山県富山市堤町通り１丁目2-26 370 4.7 

釣谷 圭介 富山県高岡市 241 3.1 

株式会社北國銀行 石川県金沢市下堤町１番地 150 1.9 

株式会社富山銀行 富山県高岡市守山町22 126 1.6 

サンエツ金属株式会社 富山県高岡市吉久１丁目4-1 125 1.6 

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内２丁目１番１号 109 1.4 

計 － 5,008 63.4 

  平成18年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式  124,000 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 7,728,000 7,728 － 

単元未満株式 普通株式   51,000 － 
 一単元（1,000株） 

 未満の株式 

発行済株式総数 7,903,000 － － 

総株主の議決権 － 7,728 － 

  平成18年９月30日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

サンエツ金属株式

会社 

富山県高岡市吉久

1-4-1 
124,000 - 124,000 1.6 

計 － 124,000 - 124,000 1.6 



２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、名古屋証券取引所市場第二部におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

月別 平成18年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 930 912 700 760 730 729 

最低（円） 870 670 611 650 701 705 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）については、改正前の中間連結財務

諸表規則に基づき、当中間連結会計期間（平成18年４月1日から平成18年９月30日まで）は、改正後の中間連結財

務諸表規則に基づき作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）については、改正前の中間財務諸表等規

則に基づき、当中間会計期間（平成18年４月1日から平成18年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に

基づき作成しております。 

(3）当社の中間連結財務諸表及び中間財務諸表に掲記される科目その他の事項の金額は、従来、千円単位で記載して

おりましたが、当中間連結会計期間及び当中間会計期間より百万円単位で記載することに変更しました。なお、比

較を容易にするため、前中間連結会計期間及び前中間会計期間についても百万円単位に組替え表示しております。

  

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日

まで）及び当中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の中間連結財務諸表並びに前中間会

計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）及び当中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30

日まで）の中間財務諸表について、新日本監査法人により中間監査を受けております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

  
前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１ 現金及び預金   213   460   126  

２ 受取手形及び売掛金 ＊4  6,416   14,457   8,486  

３ たな卸資産   5,298   8,267   4,631  

４ 前払費用   11   16   18  

５ 繰延税金資産   128   157   155  

６ その他   9   294   62  

貸倒引当金   △11   △29   △17  

流動資産合計   12,067 67.3  23,624 80.2  13,463 69.2 

Ⅱ 固定資産           

１ 有形固定資産 
＊
1,2,3          

(1）建物及び構築物  1,783   1,747   1,763   

(2）機械装置及び運搬具  1,909   2,099   2,197   

(3）土地  1,556   1,571   1,556   

(4）建設仮勘定  124   84   51   

(5）その他  72 5,446 30.4 76 5,579 19.0 79 5,647 29.1 

２ 無形固定資産   65 0.4  68 0.2  70 0.4 

３ 投資その他の資産           

(1）投資有価証券  295   115   210   

(2）破産更生債権等  9   7   7   

(3）長期前払費用  20   10   15   

(4）繰延税金資産  0   26   10   

(5）その他  40   50   50   

貸倒引当金  △26 339 1.9 △32 177 0.6 △32 263 1.3 

固定資産合計   5,850 32.7  5,825 19.8  5,980 30.8 

資産合計   17,918 100.0  29,449 100.0  19,444 100.0 

 



  
前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１ 支払手形及び買掛金   1,468   2,555   1,688  

２ 短期借入金 ＊2  5,533   14,609   5,185  

３ １年内償還社債   600   ―   600  

４ 未払法人税等   153   345   278  

５ 未払消費税等   9   ―   53  

６ 未払費用   494   604   627  

７ 未払金   28   111   ―  

８ その他   183   126   305  

流動負債合計   8,472 47.3  18,352 62.3  8,739 44.9 

Ⅱ 固定負債           

１ 長期借入金 ＊2  128   1,019   1,059  

２ 退職給付引当金   28   44   25  

３ 役員退職慰労引当金   52   42   55  

４ 再評価にかかる繰延税金
負債   335   373   373  

固定負債合計   544 3.0  1,479 5.0  1,512 7.8 

負債合計   9,017 50.3  19,831 67.3  10,252 52.7 

           

（資本の部）           

Ⅰ 資本金   2,387 13.3  ― ―  2,387 12.3 

Ⅱ 資本剰余金   2,303 12.9  ― ―  2,303 11.9 

Ⅲ 利益剰余金   3,695 20.6  ― ―  4,007 20.7 

Ⅳ 土地再評価差額金   494 2.8  ― ―  457 2.3 

Ⅴ その他有価証券評価差額金   46 0.2  ― ―  31 0.1 

Ⅵ 為替換算調整勘定   30 0.2  ― ―  64 0.3 

Ⅶ 自己株式   △57 △0.3  ― ―  △59 △0.3 

資本合計   8,900 49.7  ― ―  9,191 47.3 

負債資本合計   17,918 100.0  ― ―  19,444 100.0 

           

（純資産の部）           

Ⅰ 株主資本           

 １ 資本金   ― ―  2,387 8.1  ― ― 

 ２ 資本剰余金   ― ―  2,303 7.8  ― ― 

 ３ 利益剰余金   ― ―  4,466 15.2  ― ― 

 ４ 自己株式   ― ―  △60 △0.2  ― ― 

  株主資本合計   ― ―  9,097 30.9  ― ― 

Ⅱ 評価・換算差額等           

 １ その他有価証券評価 
 差額金   ― ―  3 0.0  ― ― 

 ２ 土地再評価差額金   ― ―  457 1.6  ― ― 

 ３ 為替換算調整勘定   ― ―  59 0.2  ― ― 

  評価・換算差額等合計   ― ―  520 1.8  ― ― 

  純資産合計   ― ―  9,618 32.7  ― ― 

  負債純資産合計   ― ―  29,449 100.0  ― ― 

           



②【中間連結損益計算書】 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高   10,013 100.0  20,113 100.0  23,380 100.0 

Ⅱ 売上原価   8,984 89.7  18,570 92.3  21,156 90.5 

売上総利益   1,028 10.3  1,543 7.7  2,224 9.5 

Ⅲ 販売費及び一般管理費           

１ 荷造発送費  272   348   594   

２ 給料・手当  112   151   238   

３ 役員報酬  73   75   146   

４ その他  208 667 6.7 221 797 4.0 423 1,402 6.0 

営業利益   361 3.6  745 3.7  821 3.5 

Ⅳ 営業外収益           

１ 受取利息  0   0   0   

２ 受取配当金  2   3   3   

３ その他  22 25 0.3 7 10 0.0 26 30 0.1 

Ⅴ 営業外費用           

１ 支払利息  20   36   45   

２ その他  6 27 0.3 5 42 0.2 2 48 0.2 

経常利益   359 3.6  713 3.5  803 3.4 

Ⅵ 特別利益           

１ 固定資産売却益 ＊1 ―   ―   0   

２ 投資有価証券売却益  ―   45   74   

３ 貸倒引当金取崩益  1   ―   3   

４ 災害保険収入  19   22   38   

５ 補助金収入  ―   ―   55   

６ その他  19 39 0.4 43 111 0.6 28 201 0.9 

Ⅶ 特別損失           

１ 固定資産除却損 ＊2 ―   0   17   

２ 災害損失  ―   ―   29   

３ その他  6 6 0.1 0 0 0.0 0 46 0.2 

税金等調整前中間（当
期）純利益   392 3.9  824 4.1  957 4.1 

法人税、住民税及び事業
税  144   332   384   

過年度法人税等  ―   ―   8   

法人税等調整額  3 147 1.5 1 333 1.7 △15 377 1.6 

中間（当期）純利益   244 2.4  490 2.4  580 2.5 

           



③【中間連結剰余金計算書及び中間連結株主資本等変動計算書】 

［中間連結剰余金計算書］ 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日）

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）      

Ⅰ 資本剰余金期首残高   2,303  2,303 

Ⅱ 資本剰余金中間期末
（期末）残高 

  2,303  2,303 

      

（利益剰余金の部）      

Ⅰ 利益剰余金期首残高   3,473  3,473 

Ⅱ 利益剰余金増加高      

１ 中間(当期)純利益  244 244 580 580 

Ⅲ 利益剰余金減少高      

１ 配当金  23 23 46 46 

Ⅳ 利益剰余金中間期末
（期末）残高 

  3,695  4,007 

      



［中間連結株主資本等変動計算書］ 

   当中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

  （注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日残高 
          （百万円） 

2,387 2,303 4,007 △59 8,638 

中間連結会計期間中の変動額      

 剰余金の配当（注）   △31  △31 

 中間純利益   490  490 

 自己株式の取得    △0 △0 

 株主資本以外の項目の中間 
連結会計期間中の変動額(純額) 

     

中間連結会計期間中の変動額合計 
          （百万円） 

― ― 459 △0 459 

平成18年９月30日残高 
          （百万円） 

2,387 2,303 4,466 △60 9,097 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 その他 
有価証券 
評価差額金 

土地 
再評価 
差額金 

為替換算 
調整勘定 

評価・換算 
差額等合計 

平成18年３月31日残高 
          （百万円） 

31 457 64 553 9,191 

中間連結会計期間中の変動額      

 剰余金の配当（注）     △31 

 中間純利益     490 

 自己株式の取得     △0 

 株主資本以外の項目の中間 
連結会計期間中の変動額(純額) 

△27 ― △4 △32 △32 

中間連結会計期間中の変動額合計 
          （百万円） 

△27 ― △4 △32 426 

平成18年９月30日残高 
          （百万円） 

3 457 59 520 9,618 



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

前連結会計年度の要約連結
キャッシュ・フロー計算書
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

    

税金等調整前中間
（当期）純利益 

 392 824 957 

減価償却費  228 299 492 

有形固定資産除却損  ― 0 17 

有形固定資産売却益  ― ― △0 

投資有価証券売却益  ― △45 △74 

貸倒引当金の増減額
（△減少額） 

 3 11 15 

退職給付引当金の増
減額（△減少額） 

 11 19 8 

役員退職慰労引当金
増減額（△減少額） 

 3 △13 7 

受取利息及び受取配
当金 

 △2 △3 △3 

支払利息  20 36 45 

売上債権の増減額
（△増加額） 

 △302 △5,974 △2,351 

たな卸資産の増減額
（△増加額） 

 △564 △3,638 117 

その他流動資産の増
減額（△増加額） 

 4 △26 △58 

仕入債務の増減額
（△減少額） 

 172 873 347 

未払消費税等の増減
額（△減少額） 

 9 △252 53 

その他流動負債の増
減額（△減少額） 

 △21 98 68 

その他  9 11 △18 

小計  △34 △7,777 △376 

利息及び配当金の受
取額 

 2 3 3 

利息の支払額  △20 △36 △45 

法人税等の支払額  △244 △277 △334 

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

 △297 △8,088 △752 

 



  
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

前連結会計年度の要約連結
キャッシュ・フロー計算書
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

    

投資有価証券の取得
による支出 

 △0 △20 ― 

投資有価証券の売却
による収入 

 ― 115 133 

有形固定資産の取得
による支出 

 △215 △423 △532 

有形固定資産の売却
による収入 

 ― ― １ 

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

 △216 △328 △397 

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

    

短期借入金の純増減
額 

 786 9,424 438 

長期借入による収入  ― ― 773 

長期借入金の返済に
よる支出 

 △140 △39 ― 

社債の償還による支
出 

 ― △600 ― 

自己株式の取得によ
る支出 

 △0 △0 △3 

配当金の支払額  △23 △31 △46 

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

 621 8,752 1,161 

Ⅳ 現金及び現金同等物に
係る換算差額 

 1 △2 9 

Ⅴ 現金及び現金同等物の
増減額（△減少額） 

 108 333 22 

Ⅵ 現金及び現金同等物の
期首残高 

 104 126 104 

Ⅶ 現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高 

＊ 213 460 126 

     



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 

 連結子会社は、大連三越精密部件工業有

限公司、大連保税区三越金属産業有限公司

および三越金属（上海）有限公司の３社で

あります。 

１．連結の範囲に関する事項 

     同  左 

１．連結の範囲に関する事項 

      同  左  

２．持分法の適用に関する事項 

 持分法を適用していない関連会社（大連

冨田三越精密机械有限公司）は、中間純利

益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持

分に見合う額）等から見て持分法の対象か

ら除いても中間連結財務諸表に及ぼす影響

が軽微であり、かつ、全体としても重要性

が無いため持分法の適用範囲から除外して

おります。 

２．持分法の適用に関する事項 

     同   左 

２．持分法の適用に関する事項 

 持分法を適用していない関連会社（大連

冨田三越精密机械有限公司）は、純利益

（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分

に見合う額）等から見て持分法の対象から

除いても連結財務諸表に及ぼす影響が軽微

であり、かつ、全体としても重要性が無い

ため持分法の適用範囲から除外しておりま

す。 

３．連結子会社の中間決算日等に関する事項 

 連結子会社の中間決算日は６月30日であ

ります。 

 中間連結財務諸表作成に当たっては、同

決算日現在の財務諸表を使用しております

が、７月１日から９月30日までに発生した

重要な取引については連結上必要な調整を

行っております。 

３．連結子会社の中間決算日等に関する事項 

同   左 

３．連結子会社の決算日等に関する事項 

 すべての連結子会社の決算日は12月31日

であります。 

 連結財務諸表作成に当たっては、同決算

日現在の財務諸表を使用しておりますが、

1月１日から3月31日までに発生した重要な

取引については連結上必要な調整を行って

おります。 

４．会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

イ）有価証券の評価基準及び評価方法 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全部資本直入法

により処理し、売却原価は主として

移動平均法により算定）を採用して

おります。 

４．会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

イ）有価証券の評価基準及び評価方法 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全部純資産直入

法により処理し、売却原価は主とし

て移動平均法により算定）を採用し

ております。 

４．会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

イ）有価証券の評価基準及び評価方法 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法に

よる算定）を採用しております。 

時価のないもの 

移動平均法による原価法を採用し

ております。 

時価のないもの 

同   左 

時価のないもの 

同   左 

ロ）たな卸資産の評価基準及び評価方法 

 主要材料は先入先出法、その他のた

な卸資産は移動平均法による原価法を

採用しております。 

ロ）たな卸資産の評価基準及び評価方法 

同   左 

ロ）たな卸資産の評価基準及び評価方法 

同   左 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

イ）有形固定資産 

 当社は建物については定額法、建物

以外については定率法、また連結子会

社は定額法によっております。 

 なお、主な耐用年数は次のとおりで

あります。 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

イ）有形固定資産 

同   左 

  

  

 なお、主な耐用年数は次のとおりで

あります。 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

イ）有形固定資産 

同   左 

  

  

 なお、主な耐用年数は次のとおりで

あります。 

建物及び構築物 15～31年

機械装置及び運搬具 5～12年

建物及び構築物 12～40年

機械装置及び運搬具 5～12年

建物及び構築物 12～40年

機械装置及び運搬具 5～12年

ロ）無形固定資産 

 残存価額を零とする定額法によって

おります。 

ロ）無形固定資産 

    同   左 

ロ）無形固定資産 

同   左 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(3）重要な引当金の計上基準 

イ）貸倒引当金 

 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備

える為、当社は、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能性

を勘案し、回収不能見込額を計上して

おります。 

(3）重要な引当金の計上基準 

イ）貸倒引当金 

     同   左 

(3）重要な引当金の計上基準 

イ）貸倒引当金 

同   左 

ロ）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき、当中

間連結会計期間末において発生してい

ると認められる額を計上しておりま

す。 

ロ）退職給付引当金 

同   左 

ロ）退職給付引当金 

 当社において、従業員の退職給付に

備えるため、当連結会計年度末におけ

る退職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき計上しております。 

（会計方針の変更） 

 当中間連結会計期間より「『退職給付

に係る会計基準』の一部改正」（企業会

計基準第３号 平成17年３月16日）及び

「『退職給付に係る会計基準』の一部改

正に関する適用指針」（企業会計基準適

用指針第７号 平成17年３月16日）を適

用しております。 

 なお、中間連結財務諸表及びセグメン

ト情報に与える影響はありません。 

────── 

     

  

（会計方針の変更）  

 当連結会計年度より「『退職給付に係

る会計基準』の一部改正」（企業会計基

準第３号 平成17年３月16日）及び

「『退職給付に係る会計基準』の一部改

正に関する適用指針」（企業会計基準適

用指針第７号 平成17年３月16日）を適

用しております。 

 なお、連結財務諸表及びセグメント情

報に与える影響はありません。 

ハ）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備えるた

め、当社内規に基づく中間期末要支給

額を計上しております。 

ハ）役員退職慰労引当金 

同   左 

ハ）役員退職慰労引当金 

  当社は内規に基づく、連結会計年度

末要支給額を計上しております。 

(4）重要な外貨建の資産または負債の本

邦通貨への換算基準 

在外連結子会社の資産及び負債は、

同社中間決算日の直物為替相場により

円貨に換算し、収益及び費用は期中平

均相場により円貨に換算し、換算差額

は資本の部における為替換算調整勘定

に含めて計上しております。 

(4）重要な外貨建の資産または負債の本

邦通貨への換算基準 

在外連結子会社の資産及び負債は、

同社中間決算日の直物為替相場により

円貨に換算し、収益及び費用は期中平

均相場により円貨に換算し、換算差額

は純資産の部における為替換算調整勘

定に含めて計上しております。 

(4）重要な外貨建の資産または負債の本

邦通貨への換算基準 

在外連結子会社の資産及び負債は、

同社決算日の直物為替相場により円貨

に換算し、収益及び費用は期中平均相

場により円貨に換算し、換算差額は資

本の部における為替換算調整勘定に含

めて計上しております。 

(5）重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

(5）重要なリース取引の処理方法 

同   左 

(5）重要なリース取引の処理方法 

同   左 

(6）その他中間連結財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

税抜方式を採用しております。 

(6）その他中間連結財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

同   左 

(6）その他連結財務諸表作成のための基

本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

同   左 

５．中間連結キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金の範囲 

手許現金、随時引出可能な預金及び容易

に換金可能であり、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わない取得日から

３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資

からなっております。 

５．中間連結キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金の範囲 

同   左 

５．連結キャッシュ・フロー計算書における

資金の範囲 

同   左 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間連結会計期間より、固定資産の減

損に係る会計基準（「固定資産の減損に係

る会計基準の設定に関する意見書」(企業

会計審議会平成14年8月9日)及び「固定資

産の減損に係る会計基準の適用指針」(企

業会計基準適用指針第6号平成15年10月31

日)を適用しております。これによる損益

に与える影響はありません。 

────── 

────── 

  

  

  

  

  

  

  

  

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準） 

 当中間連結会計期間より、「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第５号 平成17年12月9

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準等の適用指針」（企業会

計基準適用指針第８号 平成17年12月9

日）を適用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当する金

額は9,618百万円であります。 

 なお、当中間連結会計期間における中間

連結貸借対照表の純資産の部については、

中間連結財務諸表規則の改正に伴い、改正

後の中間連結財務諸表規則により作成して

おります。 

 （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当連結会計年度より、固定資産の減損に

係る会計基準（「固定資産の減損に係る会

計基準の設定に関する意見書」(企業会計

審議会平成14年8月9日)及び「固定資産の

減損に係る会計基準の適用指針」(企業会

計基準適用指針第6号平成15年10月31日)を

適用しております。これによる損益に与え

る影響はありません。 

────── 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成18年３月31日） 

＊１ 有形固定資産の減価償却累計額は 

  9,685百万円であります。 

＊１ 有形固定資産の減価償却累計額は 

  10,172百万円であります。 

＊１ 有形固定資産の減価償却累計額は 

  9,876百万円であります。 

＊２ 担保資産及び担保付債務 

 担保に供している資産は次のとおりで

あります。 

＊２ 担保資産及び担保付債務 

 担保に供している資産は次のとおりで

あります。 

＊２ 担保資産及び担保付債務 

 担保に供している資産は次のとおりで

あります。 

建物 395百万円

構築物 4 

機械及び装置 102 

工具・器具・備品 2 

土地 1,204 

計 1,710 

建物 372百万円

構築物 4 

機械及び装置 98 

工具・器具・備品 2 

土地 1,204 

計 1,682 

建物 383百万円

構築物 4  

機械及び装置 99 

工具・器具・備品 2 

土地 1,204 

計 1,695 

 上記のうち建物、構築物、機械及び装

置、工具・器具・備品、土地の資産合計

1,710百万円により工場財団を組成して

おります。 

 上記のうち建物、構築物、機械及び装

置、工具・器具・備品、土地の資産合計

 1,682百万円により工場財団を組成して

おります。 

 上記のうち建物、構築物、機械及び装

置、工具・器具・備品、土地の資産合計

 1,695百万円により工場財団を組成して

おります。 

 担保付債務は次の通りであります。  担保付債務は次の通りであります。  担保付債務は次の通りであります。 

長期借入金 82百万円

短期借入金 1,900 

計 1,982 

長期借入金 1,000百万円

短期借入金 4,100 

計 5,100 

長期借入金 1,032百万円

短期借入金 1,868 

計 2,900 

＊３ 有形固定資産の取得価額から控除して

いる圧縮記帳額は195百万円でありま

す。（建物72百万円、機械及び装置123

百万円） 

＊３ 有形固定資産の取得価額から控除して

いる圧縮記帳額は195百万円でありま

す。（建物72百万円、機械及び装置123

百万円） 

＊３ 有形固定資産の取得価額から控除して

いる圧縮記帳額は195百万円でありま

す。（建物72百万円、機械及び装置123

百万円） 

＊４        ――- ＊４ 中間連結会計期間末日の満期手形の会

計処理については、手形交換日をもって

決済処理をしております。なお、当中間

連結会計期間の末日は、金融機関の休日

であったため、次の満期手形が中間連結

会計期間末日の残高に含まれておりま

す。 

  

   受取手形      808百万円 

  

＊４        ――- 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

＊１     ―――――― ＊１     ―――――― ＊１ 固定資産売却益の内訳は次のとおりで

あります。 

 機械装置及び運搬具     0百万円 

＊２     ―――――― ＊２ 固定資産除却損の内訳は次のとおりで

あります。 

 機械装置及び運搬具     0百万円 

＊２ 固定資産除却損の内訳は次のとおりで

あります。 

 機械装置及び運搬具     17百万円 



（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

当中間連結会計期間（自 平成18年4月1日 至 平成18年9月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注） 普通株式の株式数の増加1,200株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

２．配当に関する事項 

配当金支払額 

基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間連結会計期間末後となるもの 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

 
前連結会計年度末株
式数（株） 

当中間連結会計期間
増加株式数（株） 

当中間連結会計期間
減少株式数（株） 

当中間連結会計期間
末株式数（株） 

発行済株式     

普通株式 7,903,000 ― ― 7,903,000 

合計 7,903,000 ― ― 7,903,000 

自己株式     

普通株式（注） 122,880 1,200 ― 124,080 

合計 122,880 1,200 ― 124,080 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年6月28日 

定時株主総会 
普通株式 31 4.0 平成18年3月31日 平成18年6月28日 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年11月16日 

取締役会 
普通株式 31  利益剰余金 4.0 平成18年9月30日 平成18年12月4日

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

＊ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間連結貸借対照表に記載されている科目の

金額との関係 

（平成17年９月30日現在）

＊ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間連結貸借対照表に記載されている科目の

金額との関係 

（平成18年９月30日現在）

＊ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸

借対照表に記載されている科目の金額との

関係 

（平成18年３月31日現在）

現金及び預金勘定 213百万円

現金及び現金同等物 213 

現金及び預金勘定 460百万円

現金及び現金同等物 460 

現金及び預金勘定 126百万円

現金及び現金同等物  126 



（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及び

期末残高相当額 

  

取得価
額相当
額 
（百万円） 

減価償
却累計
額相当
額 
（百万円） 

中間期
末残高
相当額 
（百万円） 

その他 
（工具、器
具、備品） 

44 36 7 

合計 44 36 7 

  

取得価
額相当
額 
（百万円）

減価償
却累計
額相当
額 
（百万円）

中間期
末残高
相当額 
（百万円）

その他 
（工具、器
具、備品） 

43 42 0

合計 43 42 0

取得価
額相当
額 
（百万円） 

減価償
却累計
額相当
額 
（百万円） 

期末残
高相当
額 
（百万円）

その他 
（工具、器
具、備品） 

43 38 4

合計 43 38 4

 （注） 取得価額相当額は未経過リース料

中間期末残高が有形固定資産の中

間期末残高等に占める割合が低い

ため支払利子込み法により算定し

ております。 

同   左  （注） 取得価額相当額は未経過リース料

期末残高が有形固定資産の期末残

高等に占める割合が低いため支払

利子込み法により算定しておりま

す。 

２．未経過リース料中間期末残高相当額等 

未経過リース料中間期末残高相当額 

２．未経過リース料中間期末残高相当額等 

未経過リース料中間期末残高相当額 

２．未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 

１年内 7百万円 

１年超 0 

合計 7 

１年内 0百万円 

１年超 ― 

合計 0 

１年内 4百万円 

１年超 ― 

合計 4 

 （注） 未経過リース料中間期末残高相当

額は、未経過リース料中間期末残

高が、有形固定資産の中間期末残

高等に占める割合が低いため、支

払利子込み法により算定しており

ます。 

同   左  （注） 未経過リース料期末残高相当額

は、未経過リース料期末残高が、

有形固定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利子込み

法により算定しております。 

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額及び減損損失 

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額及び減損損失 

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額及び減損損失 

支払リース料 5百万円 

減価償却費相当額 5百万円 

支払リース料 3百万円 

減価償却費相当額 3百万円 

支払リース料 7百万円 

減価償却費相当額 7百万円 

４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同  左 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同  左 

 （減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失はあり

ません。 

 （減損損失について） 

        同  左 

 （減損損失について） 

同  左  



（有価証券関係） 

前中間連結会計期間末（平成17年９月30日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

当中間連結会計期間末（平成18年９月30日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

前連結会計年度末（平成18年３月31日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

（デリバティブ取引関係） 

 当社グループは、前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度のいずれにおいてもデリバティ

ブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

  取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

株式 156 234 78 

  中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券   

非上場株式 60 

  取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

株式 84 90 6 

  中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券   

非上場株式 24 

  取得原価（百万円） 
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
差額（百万円） 

株式 98 150 52 

  連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券   

非上場株式 60 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成17年４月１日至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度（自 平成17年４月１日至 平成18年３月31日） 

 （注）１．事業区分の方法 

事業区分は、製品の性質及び市場の類似性を考慮して区分しております。 

２．各事業区分の主要製品 

  
黄銅棒・線事業
（百万円） 

精密部品事業 
（百万円） 

計（百万円） 
消去又は全社 
（百万円） 

連結（百万円）

売上高           

(1）外部顧客に対する売上高 9,092 920 10,013 ― 10,013 

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
667 175 842 (842) ― 

計 9,760 1,096 10,856 (842) 10,013 

営業費用 9,448 1,038 10,487 (835) 9,651 

営業利益 311 57 369 (7) 361 

  
黄銅棒・線事業
（百万円） 

精密部品事業 
（百万円） 

計（百万円） 
消去又は全社 
（百万円） 

連結（百万円）

売上高           

(1）外部顧客に対する売上高 18,684 1,429 20,113 ― 20,113 

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
2,227 338 2,565 (2,565) ― 

計 20,911 1,768 22,679 (2,565) 20,113 

営業費用 20,457 1,467 21,924 (2,556) 19,368 

営業利益 454 301 755 (9) 745 

  
黄銅棒・線事業
（百万円） 

精密部品事業 
（百万円） 

計（百万円） 
消去又は全社 
（百万円） 

連結（百万円）

売上高           

(1）外部顧客に対する売上高 21,004 2,376 23,380 ― 23,380 

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
1,883 401 2,284 (2,284) ― 

計 22,887 2,778 25,665 (2,284) 23,380 

営業費用 22,208 2,634 24,843 (2,283) 22,559 

営業利益 679 143 822 (1) 821 

事業区分 主要製品 

黄銅棒・線事業 黄銅棒・黄銅線・黄銅管 

精密部品事業 カメラマウント・フレアナット・ザルボ 



【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日） 

 本邦の売上高の金額は全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％超であるため所在地別セグメント情報

の記載を省略しております。 

当中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

 本邦の売上高の金額は全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％超であるため所在地別セグメント情報

の記載を省略しております。 

前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 本邦の売上高の金額は全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％超であるため所在地別セグメント情報

の記載を省略しております。 

【海外売上高】 

前中間連結会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日） 

 当中間連結会計期間において海外売上高は、連結売上高の10％未満のため記載を省略しております。 

当中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

 当中間連結会計期間において海外売上高は、連結売上高の10％未満のため記載を省略しております。 

前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 当連結会計年度において海外売上高は、連結売上高の10％未満のため記載を省略しております。 

（１株当たり情報） 

 （注）１．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載しており

ません。 

２．１株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 1,143円64銭 1,236円43銭 1,181円46銭 

１株当たり中間（当期）純

利益金額 
31円43銭 63円05銭 74円56銭 

  
前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

中間（当期）純利益 244百万円 490百万円 580百万円 

普通株主に帰属しない金額 ―百万円 ―百万円 ―百万円 

普通株式に係る中間（当期）純利益 244百万円 490百万円 580百万円 

普通株式の期中平均株式数 7,784千株 7,779千株 7,782千株 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

  
前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１ 現金及び預金  56   67   24   

２ 受取手形 *4 3,152   6,991   4,019   

３ 売掛金  3,683   8,981   5,194   

４ たな卸資産  5,060   7,786   4,316   

５ 繰延税金資産  120   145   147   

６ その他  18   305   69   

貸倒引当金  △12   △33   △19   

流動資産合計   12,078 67.1  24,245 80.5  13,753 69.5 

Ⅱ 固定資産           

１ 有形固定資産 *1,2,3          

(1）建物  1,542   1,506   1,515   

(2）機械及び装置  1,802   1,978   2,087   

(3）土地  1,556   1,571   1,556   

(4）建設仮勘定  124   84   51   

(5）その他  167   171   170   

計  5,192   5,311   5,381   

２ 無形固定資産  3   3   3   

３ 投資その他の資産           

(1）投資有価証券  295   115   210   

(2）破産更生債権等  9   7   7   

(3）繰延税金資産  0   26   10   

(4）その他  450   441   446   

貸倒引当金  △27   △32   △32   

計  729   558   643   

固定資産合計   5,925 32.9  5,873 19.5  6,028 30.5 

資産合計   18,004 100.0  30,118 100.0  19,782 100.0 

           
 



  
前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１ 支払手形  558   660   624   

２ 買掛金  1,076   2,799   1,552   

３ 短期借入金 ＊２ 5,533   14,609   5,185   

４ １年内償還社債  600   ―   600   

５ 未払法人税等  160   343   279   

６ その他  702   814   966   

流動負債合計   8,631 47.9  19,228 63.8  9,208 46.6 

Ⅱ 固定負債           

１ 長期借入金 ＊２ 128   1,019   1,059   

２ 退職給付引当金  28   44   25   

３ 役員退職慰労引当金  52   42   55   

４ 再評価に係る繰延税金負債  335   373   373   

固定負債合計   544 3.1  1,479 4.9  1,512 7.6 

負債合計   9,175 51.0  20,707 68.7  10,721 54.2 

           

（資本の部）           

Ⅰ 資本金   2,387 13.3  ― ―  2,387 12.1 

Ⅱ 資本剰余金           

１ 資本準備金  2,303   ―   2,303   

資本剰余金合計   2,303 12.8  ― ―  2,303 11.7 

Ⅲ 利益剰余金           

１ 利益準備金  52   ―   52   

２ 任意積立金  3,001   ―   3,001   

３ 中間（当期）未処分利益  600   ―   887   

利益剰余金合計   3,654 20.3  ― ―  3,940 19.9 

Ⅳ 土地再評価差額金   494 2.7  ― ―  457 2.3 

Ⅴ その他有価証券評価差額金   46 0.2  ― ―  31 0.2 

Ⅵ 自己株式   △57 △0.3  ― ―  △59 △0.3 

資本合計   8,829 49.0  ― ―  9,061 45.8 

負債資本合計   18,004 100.0  ― ―  19,782 100.0 

           

（純資産の部）           

Ⅰ 株主資本           

１ 資本金   ― ―  2,387 7.9  ― ―

２ 資本剰余金           

(1）資本準備金  ―   2,303   ―   

資本剰余金合計   ― ―  2,303 7.7  ― ―

３ 利益剰余金           

(1）利益準備金  ―   52   ―   

(2）その他利益剰余金           

別途積立金  ―   3,000   ―   

固定資産圧縮積立金  ―   1   ―   

繰越利益剰余金  ―   1,265   ―   

利益剰余金合計   ― ―  4,319 14.3  ― ―

４ 自己株式   ― ―  △60 △0.2  ― ―

株主資本合計   ― ―  8,949 29.7  ― ―

 



  
前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

Ⅱ 評価・換算差額等           

１ その他有価証券評価差額金   ― ―  3 0.0  ― ―

２ 土地再評価差額金   ― ―  457 1.5  ― ―

評価・換算差額等合計   ― ―  461 1.5  ― ―

純資産合計   ― ―  9,411 31.3  ― ―

負債純資産合計   ― ―  30,118 100.0  ― ―

           



②【中間損益計算書】 

  
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高   10,192 100.0  20,952 100.0  23,957 100.0 

Ⅱ 売上原価   9,221 90.5  19,566 93.4  21,882 91.3 

売上総利益   970 9.5  1,385 6.6  2,074 8.7 

Ⅲ 販売費及び一般管理費   621 6.1  726 3.5  1,299 5.4 

営業利益   349 3.4  658 3.1  775 3.3 

Ⅳ 営業外収益 ＊１  17 0.2  11 0.1  29 0.1 

Ⅴ 営業外費用 ＊２  26 0.3  38 0.2  63 0.3 

経常利益   340 3.3  631 3.0  741 3.1 

Ⅵ 特別利益   38 0.4  111 0.5  199 0.8 

Ⅶ 特別損失   6 0.1  0 0.0  46 0.2 

税引前中間（当期）純利益   372 3.6  742 3.5  894 3.7

法人税、住民税及び事業税  143   327   372   

過年度法人税等  ―   ―   8   

法人税等調整額  10 154 1.5 5 332 1.5 △15 366 1.5 

中間（当期）純利益   218 2.1  409 2.0  528 2.2 

前期繰越利益   381   ―   381  

中間配当額   ―   ―   23  

中間（当期）未処分利益   600   ―   887  

           



③【中間株主資本等変動計算書】 

 当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

                               

株主資本 

資本金 

資本剰
余金 

利益剰余金 

自己 
株式 

株主資
本合計 

資本準
備金 

利益準
備金 

その他利益剰余金 
利益剰
余金合
計 別途積

立金 

固定資
産圧縮
積立金 

繰越利
益剰余
金 

平成18年３月31日残高 
         （百万円） 

2,387 2,303 52 3,000 1 887 3,940 △59 8,572 

中間会計期間中の変動額          

剰余金の配当（注）      △31 △31  △31 

中間純利益      409 409  409 

自己株式の取得        △0 △0 

株主資本以外の項目の中間 
会計期間中の変動額（純額） 

         

中間会計期間中の変動額合計 
         （百万円） 

― ― ― ― ― 378 378 △0 377 

平成18年９月30日残高 
         （百万円） 

2,387 2,303 52 3,000 1 1,265 4,319 △60 8,949 

                               

評価・換算差額等 

純資産合計 その他有
価証券評
価差額金 

土地再評
価差額金 

評価・換
算差額等
合計 

平成18年３月31日残高 
          （百万円） 

31 457 488 9,061 

中間会計期間中の変動額     

剰余金の配当（注）    △31 

中間純利益    409 

自己株式の取得    △0 

株主資本以外の項目の中間 
会計期間中の変動額（純額） 

△27 ― △27 △27 

中間会計期間中の変動額合計 
         （百万円） 

△27 ― △27 349 

平成18年９月30日残高 
         （百万円） 

3 457 461 9,411 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価方法 

(1）有価証券 

 子会社株式及び関連会社株式 

 移動平均法による原価法を採用して

おります。 

１．資産の評価基準及び評価方法 

(1）有価証券 

 子会社株式及び関連会社株式 

同   左 

１．資産の評価基準及び評価方法 

(1）有価証券 

 子会社株式及び関連会社株式 

同   左 

その他有価証券 

 時価のあるものは中間決算日の市場

価格等に基づく時価法（評価差額は全

部資本直入法により処理し、売却原価

は主として移動平均法により算定）を

採用しております。 

 時価のないものは移動平均法による

原価法を採用しております。 

その他有価証券 

 時価のあるものは中間決算日の市場

価格等に基づく時価法（評価差額は全

部純資産直入法により処理し、売却原

価は主として移動平均法により算定）

を採用しております。 

 時価のないものは移動平均法による

原価法を採用しております。 

その他有価証券 

 時価のあるものは決算日の市場価格

等に基づく時価法（評価差額は全部資

本直入法により処理し、売却原価は、

移動平均法により算定）を採用してお

ります。 

 時価のないものは移動平均法による

原価法を採用しております。 

(2）たな卸資産 

 主要材料は先入先出法、その他のたな

卸資産は移動平均法による原価法を採用

しております。 

(2）たな卸資産 

同   左 

(2）たな卸資産 

同   左 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 

 建物は定額法、建物以外の有形固定資

産については定率法を採用しておりま

す。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 

同   左 

  

  

 なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 

       同   左 

  

  

 なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。 

建物 15～31年

機械及び装置 12年

建物 12～40年

機械及び装置 5～12年

建物 15～40年

機械及び装置 12年

(2）無形固定資産 

残存価額を零とする定額法によっており 

ます。 

(2）無形固定資産 

          同   左 

  

(2）無形固定資産 

同   左 

３．引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備え

るため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等、特定の債権に

ついては個別に回収可能性を検討し、回

収不能見込額に基づき計上しておりま

す。 

３．引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

同   左 

３．引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

同   左 

(2）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため当事業

年度末における退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当中間会計期間末

において発生していると認められる額を

計上しております。 

(2）退職給付引当金 

同   左 

(2）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当事

業年度末における退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき計上しておりま

す。 

（会計方針の変更） 

 当中間会計期間より「『退職給付に係る

会計基準』の一部改正」（企業会計基準第

３号 平成17年３月16日）及び「『退職給

付に係る会計基準』の一部改正に関する適

用指針」（企業会計基準適用指針第７号 

平成17年３月16日）を適用しております。 

 なお、中間財務諸表に与える影響はあり

ません。 

     ――――――― 

  

       

（会計方針の変更） 

 当事業年度より「『退職給付に係る会計

基準』の一部改正」（企業会計基準第３号

平成17年３月16日）及び「『退職給付に係

る会計基準』の一部改正に関する適用指

針」（企業会計基準適用指針第７号 平成

17年３月16日）を適用しております。 

 なお、財務諸表に与える影響はありませ

ん。 

(3）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備えるため

内規に基づく中間期末要支給額を計上し

ております。 

(3）役員退職慰労引当金 

同   左 

(3）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備えるた

め、役員退職慰労金規程に基づく期末要

支給額を計上しております。 

 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

４．リース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっておりま

す。 

４．リース取引の処理方法 

同   左 

４．リース取引の処理方法 

同   左 

５．その他中間財務諸表作成のための基本と

なる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は、税抜方式によ

っております。 

 なお仮払消費税等と仮受消費税等の中

間期末残高の相殺後の金額は、流動負債

の「その他」に含めております。 

５．その他中間財務諸表作成のための基本と

なる重要な事項 

消費税等の会計処理 

同   左 

５．その他財務諸表作成のための基本となる

重要な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税等の処理は税抜方式を採用して

おります。 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

当中間会計期間より、固定資産の減損

に係る会計基準（「固定資産の減損に係

る会計基準の設定に関する意見書」(企

業会計審議会平成14年8月9日)及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指

針」(企業会計基準適用指針第6号平成15

年10月31日)を適用しております。これ

による損益に与える影響はありません。 

────── 

────── 
  

  

  

  

  

  

  

  

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準） 

 当中間会計期間より、「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準」（企業

会計基準第５号 平成17年12月9日）及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準等の適用指針」（企業会計基準適

用指針第８号 平成17年12月9日）を適用

しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当する金

額は9,411百万円であります。 

 なお、当中間会計期間における中間貸借

対照表の純資産の部については、中間財務

諸表等規則の改正に伴い、改正後の中間財

務諸表等規則により作成しております。 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

当事業年度より、固定資産の減損に係

る会計基準（「固定資産の減損に係る会

計基準の設定に関する意見書」(企業会

計審議会平成14年8月9日)及び「固定資

産の減損に係る会計基準の適用指針」

(企業会計基準適用指針第6号平成15年10

月31日)を適用しております。これによ

る損益に与える影響はありません。 

────── 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度末 
（平成18年３月31日） 

＊１．有形固定資産の減価償却累計額 

9,567百万円 

＊１．有形固定資産の減価償却累計額 

10,021百万円 

＊１．有形固定資産の減価償却累計額 

9,735百万円 

＊２．担保資産及び担保付債務 

(1）担保に供している資産 

＊２．担保資産及び担保付債務 

(1）担保に供している資産 

＊２．担保資産及び担保付債務 

(1）担保に供している資産 

建物・構築物 400百万円

機械及び装置 102 

工具器具備品 2 

土地 1,204 

計 1,710 

建物・構築物 376百万円

機械及び装置 98 

工具器具備品 2 

土地 1,204 

計 1,682 

建物・構築物 388百万円

機械及び装置 99 

工具器具備品 2 

土地  1,204 

計 1,695 

上記のうち、工場財団設定分 上記のうち、工場財団設定分 上記のうち、工場財団設定分 

建物・構築物 400百万円

機械及び装置 102 

工具器具備品 2 

土地 1,204 

計 1,710 

建物・構築物 376百万円

機械及び装置 98 

工具器具備品 2 

土地 1,204 

計 1,682 

建物・構築物 388百万円

機械及び装置  99 

工具器具備品 2 

土地 1,204 

計 1,695 

(2）担保資産に対応する債務 (2）担保資産に対応する債務 (2）担保資産に対応する債務 

長期借入金 

（１年以内返済含

む） 

82百万円

短期借入金 1,900 

計 1,982 

長期借入金 

（１年以内返済含

む） 

1,000百万円

短期借入金  4,100 

計 5,100 

長期借入金 

（１年以内返済含

む） 

1,032百万円

短期借入金 1,868 

計 2,900 

上記のうち工場財団抵当に対応する

債務 

上記のうち工場財団抵当に対応する

債務 

上記のうち工場財団抵当に対応する

債務 

長期借入金 

（１年以内返済含

む） 

82百万円

短期借入金 1,900 

計 1,982 

長期借入金 

（１年以内返済含

む） 

1,000百万円

短期借入金 4,100 

計 5,100 

長期借入金 

（１年以内返済含

む） 

1,032百万円

短期借入金 1,868 

計 2,900 

＊３．有形固定資産の取得価額から控除して

いる圧縮記帳額は195百万円でありま

す。（建物72百万円、機械及び装置123

百万円） 

＊３．有形固定資産の取得価額から控除して

いる圧縮記帳額は195百万円でありま

す。（建物72百万円、機械及び装置123

百万円） 

＊３．有形固定資産の取得価額から控除して

いる圧縮記帳額は195百万円でありま

す。（建物72百万円、機械及び装置123

百万円） 

＊４      ――――― ＊４ 中間会計期間末日満期手形の会計処理

については、手形交換日をもって決済処

理しております。なお、当中間会計期間

の末日は金融機関の休日であったため、

次の満期手形が中間会計期間末日残高に

含まれております。 

  

  受取手形       808百万円 

  

＊４      ――――― 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

＊１．営業外収益の主要項目 ＊１．営業外収益の主要項目 ＊１．営業外収益の主要項目 

受取利息 0百万円

受取配当金 2百万円

受取利息 0百万円

受取配当金 3百万円

受取利息 0百万円

受取配当金 3百万円

＊２．営業外費用の主要項目 ＊２．営業外費用の主要項目 ＊２．営業外費用の主要項目 

支払利息 20百万円 支払利息 36百万円 支払利息 45百万円

  ３．減価償却実施額   ３．減価償却実施額   ３．減価償却実施額 

有形固定資産 212百万円 有形固定資産 287百万円 有形固定資産 468百万円



（中間株主資本等変動計算書関係） 

当中間会計期間（自 平成18年4月1日 至 平成18年9月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注） 普通株式の株式数の増加1,200株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

（リース取引関係） 

 
前事業年度末株式数

（株） 
当中間会計期間増加
株式数（株） 

当中間会計期間減少
株式数（株） 

当中間会計期間末株
式数（株） 

普通株式（注） 122,880 1,200 ― 124,080 

合計 122,880 1,200 ― 124,080 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及び

期末残高相当額 

  

取得価
額相当
額 
（百万円） 

減価償
却累計
額相当
額 
（百万円） 

中間期
末残高
相当額 
（百万円） 

その他 
（工具・器
具・備品） 

44 36 7 

合計 44 36 7 

  

取得価
額相当
額 
（百万円）

減価償
却累計
額相当
額 
（百万円）

中間期
末残高
相当額 
（百万円）

その他 
（工具・器
具・備品） 

43 42 0

合計 43 42 0

取得価
額相当
額 
（百万円） 

減価償
却累計
額相当
額 
（百万円） 

期末残
高相当
額 
（百万円）

その他 
（工具・器
具・備品） 

43 38 4

合計 43 38 4

 （注） 取得価額相当額は、未経過リース

料中間期末残高が有形固定資産の

中間期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により算

定しております。 

同左  （注） 取得価額相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末

残高等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定してお

ります。 

２．未経過リース料中間期末残高相当額等 

未経過リース料中間期末残高相当額 

２．未経過リース料中間期末残高相当額等 

未経過リース料中間期末残高相当額 

２．未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 

１年内 7百万円 

１年超 0 

合計 7 

１年内 0百万円

１年超 ― 

合計 0 

１年内 4百万円

１年超 ― 

合計 4 

 （注） 未経過リース料中間期末残高相当

額は、未経過リース料中間期末残

高が有形固定資産の中間期末残高

等に占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定しておりま

す。 

同左  （注） 未経過リース料期末残高相当額

は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法

により算定しております。 

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額及び減損損失 

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額及び減損損失 

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額及び減損損失 

支払リース料 5百万円 

減価償却費相当額 5百万円 

支払リース料 3百万円

減価償却費相当額 3百万円

支払リース料 7百万円

減価償却費相当額 7百万円

４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同  左 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同  左 

（減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失はありま

せん。 

（減損損失について） 

同  左 

（減損損失について） 

同  左 



（有価証券関係） 

 前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはあり

ません。 

（１株当たり情報） 

 （注）１．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。 

２．１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

  
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 1,134円46銭 1,209円82銭 1,164円65銭 

１株当たり中間（当期）純

利益金額 
28円08銭 52円65銭 67円94銭 

  
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

中間（当期）純利益 218百万円 409百万円 528百万円 

普通株主に帰属しない金額 ―百万円 ―百万円 ―百万円 

普通株式に係る中間（当期）純利益 218百万円 409百万円 528百万円 

普通株式の期中平均株式数 7,784千株 7,779千株 7,782千株 



(2）【その他】 

 平成18年11月16日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

(1）中間配当による配当金の総額……………………  31百万円 

(2）１株当たりの金額………………………………… 4円00銭 

(3）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………  平成18年12月4日 

 （注） 平成18年９月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行いま

す。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその

添付書類 

事 業 年 度 

（第６４期） 

自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日 

平成18年６月29日 

北陸財務局長に提出。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成１７年１２月２４日

サンエツ金属株式会社   

 取締役会 御中  

 新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 海道 俊雄  印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 大村 啓三  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているサン

エツ金属株式会社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１７年

４月１日から平成１７年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算

書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、サンエツ金属株式会社及び連結子会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

中間連結会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関

する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成１８年１２月２６日

サンエツ金属株式会社   

 取締役会 御中  

 新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 大村 啓三  印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 蔵島 大造  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているサン

エツ金属株式会社の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１８年

４月１日から平成１８年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算

書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財

務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することに

ある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、サンエツ金属株式会社及び連結子会社の平成１８年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

中間連結会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関

する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成１７年１２月２４日

サンエツ金属株式会社   

 取締役会 御中  

 新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 海道 俊雄  印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 大村 啓三  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているサン

エツ金属株式会社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第６４期事業年度の中間会計期間（平成１７年

４月１日から平成１７年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について

中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対

する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、サンエツ金属株式会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１７年

４月１日から平成１７年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成１８年１２月２６日

サンエツ金属株式会社   

 取締役会 御中  

 新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 大村 啓三  印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 蔵島 大造  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているサン

エツ金属株式会社の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの第６５期事業年度の中間会計期間（平成１８年

４月１日から平成１８年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株

主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立

の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、サンエツ金属株式会社の平成１８年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１８年

４月１日から平成１８年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管しております。 
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